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第２１０回宮城県都市計画審議会議案の処理について 

（令和６年８月２９日 開催） 
 

決定主体 議案番号 
関 係 

市町村 
件名 処理結果 

宮城県 第 2407 号 山元町 特殊建築物の敷地の位置について 

令和 6年 9月 18 日 

第 R06 許可通知 

宮城建宅第 000001 号 

宮城県 第 2408 号 
松島町 

利府町 
仙塩広域都市計画道路の変更について 

令和 6年 9月 10 日 

宮城県告示第 593 号 
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議案 第２ ４ ０９ 号

特殊建築物の敷地の位置について

根拠条文： 建築基準法第５１ 条ただし書き

都市計画案： 別紙のとおり
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特殊建築物の敷地の位置について

 下記施設の敷地の位置について、 都市計画上支障がないと認める。

記

施  設  名  称 株式会社オイルプラント ナト リ第一工場 

建築主住所・ 氏名 
名取市増田三丁目４番３号 

株式会社オイルプラント ナト リ 代表取締役 武田 洋一 

敷  地

位  置
名取市下増田広浦３５番４ １、３５ 番４２ 、３ ５番４４ 、３ ５番４５ 、

３ ５番４６、 ３５ 番４７、 ３５ 番４ ８、 ３ ５番４９  

面  積
7, 668. 7㎡  

（ 許可済み部分6, 099. 70㎡、 増加部分1, 569. 00㎡）  

用途地域 指定なし 

建 築 物

用  途 産業廃棄物処理施設 

工事種別等 増築 

構造、 規模

等 

① 工場管理事務室（ 既存）  

木造  平家建 延べ面積    76. 18㎡ 

② 精油機械室（ 既存）  

鉄骨造 平家建 延べ面積     89. 50㎡ 

③ 廃油処理精油プラント 棟（ 既存）  

鉄骨造 ２階建 延べ面積     211. 78㎡ 

④ 自家発電室（ 既存）  

  鉄骨造 平家建 延べ面積   29. 0㎡ 

⑤ 機械室（ 増築）  

  鉄骨造 平家建 延べ面積   34. 0㎡ 

        計 440. 46㎡ 

処理施設

処理内容

及び 

処理能力

産業廃棄物 

 廃油 ４５ ㎥／日（ 平成１８ 年３ 月３日 許可済み）  

処理方法 油水分離 
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特
殊
建
築
物
の
敷
地
の
位
置
に
つ
い
て

（
名
取
市
）

議案 第２４０９号

付近見取図市道広浦線幅員８．６５m 配置図

出入口

名取市都市計画図

計画地

名取市役所

名取駅

美田園高等学校

介護施設

医療施設

搬出入経路図

(株)オイルプラントナトリ

第二工場

計画地

周辺１００ｍ範囲

自動車整備工場

廃棄物処理業

廃棄物処理施設

公益財団法人

事務所

②精油機械室

①工場管理

事務室

④自家

発電室

③廃油処理精油

プラント棟

計画地

市道広浦線

敷地増加部分

1,569.00㎡

許可済み敷地部分

6,099.70㎡

屋外タンク貯蔵所

（撹拌・循環タンク）

ストレーナー（ろ過設備）

⑤機械室

タンクローリー荷積
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判　定 備　　　　考

1 適　・　否

2 適　・　否

3 適　・　否

適　・　否

適　・　否

5 適　・　否

6 適　・　否

7 適　・　否

8 適　・　否

9 適　・　否

10 適　・　否

11 適　・　否

12 適　・　否

13 適　・　否

14 適　・　否

住民説明会 15 適　・　否

※「廃掃法」・・・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）
※「条例」・・・産業廃棄物の処理の適正化等に関する条例（宮城県条例第１５１号）
※「要綱」・・・産業廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導要綱（宮城県告示第３６５号）

建築基準法第５１条ただし書きの審査基準等チェックシート（処理施設）

申請者名　：　株式会社オイルプラントナトリ　代表取締役　武田　洋一

審査項目 基 準

立地場所

立地について総合計画等に基づく土地利用計画上支障ない旨の市町村
長の意見が付されている

用途地域は工業地域又は工業専用地域である

用途地域が準工業地域である場合，用途制限に適合する

4

白地地域（都市計画区域内で用途地域の指定のない区域）の場合

　　①概ね50戸以上の住宅が連担している集落から100ｍ以上離れている

　　②住居系の用途地域から100ｍ以上離れている

教育文化施設（学校、図書館等）から100ｍ以上離れている

医療施設（病院等）から100ｍ以上離れている

社会福祉施設（養護老人ホーム等）から100ｍ以上離れている

搬出入道路等

敷地の主たる搬出入口は，幅員６ｍ以上の道路（都市計画法により開発
許可が必要な場合はその技術的基準を満足するもの。）に面すること。
ただし，交通上支障ないと認められる場合はこの限りでない。

主な幹線道路からの搬出入経路は，施設の規模及び交通量に応じて，十
分な幅員を有するものであること。

主たる搬出入道路は，通学路と重複しないこと。
ただし，歩道が設けられている場合など安全が確保できる場合はこの限り
でない。

環
境
対
策

産業廃棄物処理施設
生活環境影響調査項目

（廃掃法第１５条第３項）

飛散防止対策をしている

敷地境界における騒音・振動について基準値を下回っている

水質汚濁防止対策をしている
（環境基本法、水質汚濁防止法に基づく規制物質）

悪臭防止対策をしている
（悪臭防止法、宮城県公害防止条例に基づく規制物質）

住民説明会を実施している（条例１４条、要綱７条）
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議案 第２４１０号 

 

 

仙塩広域都市計画区域区分の変更について 

 

 

 

 

 

  

根 拠 条 文：都市計画法第２１条第２項において準用する 

        同法第１８条第１項 

 

都市計画案：別紙のとおり 
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仙塩広域都市計画区域区分の変更 計画書 

（新旧対照表） 

 

１ 市街化区域及び市街化調整区域の区分 

  計画図表示のとおり市街化調整区域から市街化区域に変更する 

 

２ 人口フレーム 

 年 次 令和２年 

（基準年） 

令和１２年 

（目標年）  区 分  

 

 都市計画区域内人口 

 

  １，４７８千人   １，４７０千人 

 

 

 

 市街化区域内人口   １，４１９千人   １，４２２千人 

 

 

 

  配分する人口      － 
 （１，４０８千人） 

  １，４１３千人 

 

 

 

  保留する人口      － 
 （   １４千人） 

      ９千人 

 

 

 

  （特定保留）      － 
 （    ４千人） 

      １千人 

 

 

 

  （一般保留）      － 
 （   １０千人） 

      ８千人 

   ※表中の上段括弧書きは、旧計画を表す。  

 

３ 変更の理由 

都市計画法第６条の２の規定により定める「仙塩広域都市計画区域の整備、開

発及び保全の方針」（以下「整開保」という。）では、事業の確実性等が得られ

た段階で市街化区域に編入していく地区を市街化区域編入予定地区としており、

令和６年６月に都市計画決定した「整開保」における市街化区域編入予定地区の

うち、名取市の名取中央SIC周辺地区、増田西地区、岩沼市の岩沼IC周辺西地区

及び富谷市の成田二期北地区について、今回、その位置及び規模が確定し、事業

実施の確実性が得られたことから、良好な市街地形成を図るため、市街化区域に

編入するものである。 
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主要用途

面積
地区名

事業主体

増田西地区
45.9ha

住居・商業系
事業手法

民間事業
土地区画整理事業

民間事業事業主体
面積
地区名

土地利用

名取中央ｽﾏｰﾄｲﾝﾀｰ周辺地区
54.1ha

住居・工業・商業系
事業手法 土地区画整理事業

事業主体
面積
地区名

土地利用

民間事業

岩沼ＩＣ周辺西地区
2.2ha

住居・商業系
事業手法 開発行為

【凡例】

：区域区分変更地区

仙塩広域都市計画区域 区域区分の変更（宮城県決定） 総括図

：仙塩広域都市計画区域

事業主体
面積
地区名

土地利用

民間事業

成田二期北地区
202.1ha

工業系
事業手法 土地区画整理事業

議案第２４１０号
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議案 第２４１１号 

 

 

石巻広域都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の 

変更について 

 

 

 

 

 

  

根 拠 条 文：都市計画法第２１条第２項において準用する 

        同法第１８条第１項 

 

都市計画案：別紙のとおり 
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石巻広域都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の変更 

（宮城県決定） 

 

石巻広域都市計画区域の整備、開発及び保全の方針を次のように変更する。 

 

１ 石巻広域都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

別添のとおり 

 

２ 変更理由 

人口減少及び超高齢社会の進行に対応した「集約型都市構造」の形成の推進と各

地域拠点間を結ぶ交通ネットワークの維持・充実、「新・宮城の将来ビジョン」に

掲げる富県宮城の実現などに向けて、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針を

見直すもの。 
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議案 第２４１２号 

 

 

石巻広域都市計画区域区分の変更について 

 

 

 

 

 

  

根 拠 条 文：都市計画法第２１条第２項において準用する 

        同法第１８条第１項 

 

都市計画案：別紙のとおり 
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石巻広域都市計画区域区分の変更 計画書 

 

１．市街化区域及び市街化調整区域の区分 

  「計画図表示のとおり」変更する 

 

 

２．人口フレーム 

 年 次 令和２年 

（基準年） 

令和１２年 

（目標年）  区 分  

 都市計画区域内人口    １５１千人    １３３千人 

  市街化区域内人口    １２５千人    １１１千人 

   配分する人口      －    １１０千人 

   保留する人口      －    ０．４千人 

   （特定保留）      －      ０千人 

   （一般保留）      －    ０．４千人 

 

 

３．変更の理由 

 人口減少・超高齢社会においても富県宮城の実現に資する活力あるまちづくりを

実現するため、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」を変更することと

し、「コンパクト・プラス・ネットワークの都市構造のもと、誰もが歩いて暮らせ

るまちづくりの実現」、「流域治水の取組推進による災害に強い市街地形成の推

進」、「移転元地の活用も含めた企業の集積による活力ある産業拠点の形成」、

「特別名勝松島等の優れた自然、歴史的資源を活かした観光機能の強化」の４点を

都市づくりの基本方針として定め、この基本方針に基づき、区域区分を変更するも

の。 
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議案 第２４１３号 

 

 

河北都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の 

変更について 

 

 

 

 

 

  

根 拠 条 文：都市計画法第２１条第２項において準用する 

        同法第１８条第１項 

 

都市計画案：別紙のとおり 
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河北都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の変更 

（宮城県決定） 

 

河北都市計画区域の整備、開発及び保全の方針を次のように変更する。 

 

１ 河北都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

別添のとおり 

 

２ 変更理由 

人口減少及び超高齢社会の進行に対応した「集約型都市構造」の形成の推進と各

地域拠点間を結ぶ交通ネットワークの維持・充実、「新・宮城の将来ビジョン」に

掲げる富県宮城の実現などに向けて、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針を

見直すもの。 
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議案 第２４１４号 

 
 

仙南地域広域景観計画の一部改正について 
 
 

 
 

景観法 

第８条第１項（抜粋） 

景観行政団体（※）は、都市、農山漁村その他市街地又は集落を形成して

いる地域及びこれと一体となって景観を形成している地域における区域に

ついて、良好な景観の形成に関する計画（以下「景観計画」という。）を定

めることができる。 

 

第９条第２項（抜粋） 

景観行政団体（※）は、景観計画を定めようとするときは、都市計画区域

又は準都市計画区域に係る部分について、あらかじめ、都道府県都市計画審

議会の意見を聴かなければならない。 

   

第９条第８項 

前各項の規定は、景観計画の変更について準用する。 

 

（※）景観行政団体（第７条第１項） 

    都道府県、指定都市、中核都市及びそれ以外の市町村で景観行政事務を行う協議を都

道府県と行った団体 

 

根 拠 条 文：景観法第８条第１項 

        同法第９条第２項及び第８項 

 

景観計画案：別紙のとおり 
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議案 第２４１４号 

 
 

仙南地域広域景観計画の一部改正について 
 
 

仙南地域広域景観計画を次のように改正する。 

 

 

１ 計画の名称 

仙南地域広域景観計画（景観法第８条に第１項に基づく景観計画） 

 

 

２ 計画の概要 

仙南地域広域景観計画（以下、「本計画」という。）は、仙南地域の景観を“一

体的な景観”と捉えて、景観形成における共有すべき方針を定めた上で、白石市、

角田市、蔵王町、七ヶ宿町、大河原町、村田町、柴田町、川崎町及び丸森町の２

市７町（以下、「仙南９市町」という。）が連携して景観づくりに取り組むこと

により、広域全体としての相乗効果を育み、仙南地域の活性化に資することを目

的として策定されたものである。 

本計画では、特に広域的観点による景観特性から、景観まちづくりを意識した

１２地区を指定して景観形成基準を定め、仙南地域らしさが感じられる良好な景

観の形成を図っている。 

 

 

３ 改正の理由・目的 

仙南９市町については、県が策定した「仙南地域広域景観計画」を運用しなが

ら経験を蓄積し、将来的に、より地域の実状に根差した市町独自の「景観計画」

が策定されることを想定している。 

しかしながら、本計画の対象である仙南９市町が、市町独自の景観計画を定め

た場合における、本計画上での取扱いに関して定めがなかったことから、当該市

町が独自の景観計画を策定した場合の本計画上での取扱いに関して定めるもの。 

 

 

４ 改正内容 

  本計画の対象である仙南９市町が、市町独自の景観計画を定めた場合、その景

観行政事務は、本計画ではなく、市町が独自に定めた景観計画の内容により実施

される旨についての記載を追記する。 

 

 
≪景観計画≫ 
景観行政団体が定めることができる良好な景観の形成に関する計画。 
景観計画区域を定め、その区域内で建築物の建築，工作物の建設、開発行為

などについて行為の制限を設け、一定規模以上の行為を行おうとする場合、行

為者に事前届出を課すことにより、良好な景観の形成を誘導するもの。 
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